
















 Recently, much attention has been placed on Article 103 of the UN Charter, which provides for the 
Charter’s supremacy. After the Cold War, the UN Security Council has on many occasions invoked Article 
103, by which obligations to implement sanctions prevail over other international agreements. However, 
that article contains a number of uncertainties in its legal structure. Following the analysis of Part (1) of 
the paper, Part (2) discusses over which rules the UN Charter prevails and examines the characteristics of 
the legal structure of Article 103.
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。第 2 に、米国は、否定説の主張する限界がみとめられれば、第 7 章に深刻な問題がもたら
されると指摘した。たとえば、相手国の領域における投資の権利を各当事国の国民に付与する二国
間条約が締結されれば、これにより第 7 章措置の実施は阻まれるのだろうか。第 3 に、憲章第25条
と第48条である。これらの明瞭な文言は、加盟国が安保理の決定に従うことを要求しており、安保
理が加盟国の権利の行使を阻害することもありうるとする。
　このうち第 1 の点に関していえば、判決や意見からは確かに ICJ が第103条の適用対象を広範なも
のとして理解していると推察されるが、それ以上のことを ICJ がはっきりと指摘しているわけでは
ない。さらに、第 3 の根拠について、第25条と第48条に基き加盟国が義務を負うのは周知の通りで
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適用の優先関係を扱った規定であることはすでにふれた（本稿第 2 章 1 節）。同条が位置する、条約
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に関する他の憲章規定や、国際機構に適用可能な国際法規則などを通じて制裁の統制を試みること
は、なお可能であり、必要とされることに留意すべきであろう。
　また、本稿では第103条に関する論点をすべて扱ったわけではない。安保理の権限行使の適切な射
程や他のレジームの安定性を考慮しつつ、積み残した課題に引き続き取り組む必要がある。
（付記）　筆者は平成23年度の日本学術振興会特別研究員であり、本稿は同年度の科学研究費補助金による
成果の一部である。
